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A県の結核管理における保健師活動上の困難
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tubercular management of A prefecture
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【要　約】
　本研究は、「結核予防法」が「改正感染症法」に統合され、保健師活動の転機を迎えたことに着目して、結核
管理体制における保健師活動上の困難について明らかにすることを目的とした。対象は、A県内の保健所保健師
で「結核予防法」が「改正感染症法」に統合された時期から現在において実践実績がある19名の保健師とし、半
構成面接を行った。分析は、インタビューの遂語録およびフィールドノートを基に、質的帰納的分析を行い「保
健師が結核患者療養支援において困難を抱く事象」のうち、結核管理体制に焦点をあてた。分析の結果、保健師
が結核管理体制において困難となっている事象として、【変化する方針を正しく理解し対応することが困難】
【結核管理における専門性を高めることが困難】【結核医療体制が整わず調整が困難】の３つのカテゴリーが抽
出された。地域における結核患者の罹患構造や医療体制が変化し法改正を伴う中での円滑な支援には関係者の理
解・協力と、様々な事象に対応できる保健師の力量形成が求められる。そのためには、保健師の専門教育研修体
制の整備が必要である。
【キーワード】法改正、結核管理体制、保健師活動、困難
Ⅰ．緒　言
　50年以上にわたり我が国の結核対策の根拠法令で
あった「結核予防法」は、疾病構造や人権意識の変
化・医療技術の進歩に伴い対策を強化する目的で2004
年に大幅な改正が行われた。その後、2007年「感染
症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律（以下「改正感染症法」と示す）」に統合され
た１）２）。
　このように、結核管理体制が新たに構築されてい
く中、法運用は保健所を要に進められている。特に
2004年の法改正以降、DOTS（Directly Observed 
Treatment. Short-couse直接監視下短期化学療法）対
策の強化・医療福祉機関との連携による服薬支援の展
開・接触者検診手引きの改正に基づく対応・患者の人
権を重視した運用等の点において結核管理体制の変化
は著しく、結核対策における保健師活動はその役割が
拡大し複雑さを増している３）-５）。このような結核管理
体制の変化は、結核管理における保健師活動を困難に
しているのではないかと考えられる。
　結核管理体制変革の中、「体制」に焦点をあてた近
年の先行研究では、「医療体制」「地域連携体制」が
存在する６）-12）。しかし、「保健師の困難」の視点から
結核管理体制について述べられている研究は存在しな
い。そこで、本研究においては現況の「結核管理体
制」の中で「保健師の困難」が何であるのか明らかに
し、今後の結核管理体制整備の一助とすることを目的
とした。
Ⅱ．研究方法
１．用語の定義
　本研究において「困難」とは、支援の場面で、「難
しい」「困った」「戸惑い」「辛い」「悩む」「行き
詰まる」「思うようにすすまない、できない」という
思いを抱いた事象とした。
２．対象者
Yumiko YAMAJI：三重県立看護大学　　Fuki OKOSHI：三重県立看護大学
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　対象は、A県内保健所に勤務し法改正施行の2005年
以降結核業務の実践実績がある保健師で協力可能な者
とした。
　対象者の選定は、A県保健所長会で研究の主旨につ
いて説明のうえ、保健所に依頼文を送付した。その
後、該当保健師で協力可能な者の連絡先について回答
をもらった。調査前には、改めて研究の主旨を口頭及
びに文書で説明し協力の意思を確認のうえ、調査を実
施した。
　なお、対象者が勤務するA県の結核の現況は、2010
年の死亡率（人口10万対）は1.3、罹患率（人口10万
対）は15.8、年齢構成では65歳以上の高齢者が73.7％
を占めている13）。また、2012年４月１日A県の第二種
感染症指定医療機関指定状況は11医療機関、うち感染
症病床は７医療機関22床、結核病床は２医療機関計
54床、一般病床または精神病床は5医療機関70床であ
る14）。
３．調査方法
　データ収集は、インタビューガイドに沿って「どの
ように支援が困難であったのか」に焦点をあて、半構
成的面接を実施した。インタビューでは「支援が困難
であった事象」を具体的に述べてもらった。なお、承
諾のもとインタビュー内容を録音し、インタビュー場
面の観察をフィールドノートに記録した。
４．調査期間
　調査は、平成23年９月〜平成23年12月の間に実施し
た。
５．データの分析
　分析方法は、インタビューの遂語録およびフィール
ドノートを基に、質的帰納的分析を行った。分析は
「保健師が結核患者療養支援において困難を抱く事
象」のうち、結核管理体制に焦点をあてて分析を行っ
た。分析過程においては、コードの類似性と関係性を
検討し<コード>≪サブカテゴリー≫【カテゴリー】
を生成、地域看護学研究者及びに地域看護従事者から
のスーパーバイズを得て、妥当性の確保に努めた。
６．倫理的配慮
　倫理的配慮は、三重県立看護大学倫理審査会の承認
（No111901）を受けるとともに、参加者には口頭と
文書を用いて説明のうえ同意を確認し同意書に署名を
得て実施した。
Ⅲ．研究結果
１．対象者の概要
　研究参加者はA県内９保健所19名の保健師、保健
師経験年数平均22±8.5年、2007年以前の結核業務歴
平均5.8年、2007年以降の結核業務歴平均1.6年であっ
た。
２．分析結果
　保健師が結核管理体制において困難となっている事
象として、３つのカテゴリーが抽出された。そこに
は、度重なる法改正を背景に【変化する方針を正しく
理解し対応することが困難】となっていること。結核
担当保健師としての人材育成の仕組みが整っておらず
【結核管理における専門性を高めることが困難】な状
況に置かれていること。専門医療機関の統廃合や縮小
により【結核医療体制が整わず調整が困難】であるこ
とが示された。以下文中では【カテゴリー】≪サブカ
テゴリー≫＜コード＞ “データ”として示す。
１） 【変化する方針を正しく理解し対応することが困
難】（表１）
　本カテゴリーは、４サブカテゴリーと９コードから
構成されている。
≪医療関係者に法改正の内容理解がされない≫は＜法
改正によって変更になった仕組みに対して医療関係者
が疑問をもつ＞＜QFT対応について混乱をまねく＞
＜各提出書類についての認識が薄い＞に分析され、
“疑問”“不安”“不明”といった戸惑いが示されている。
≪法改正による結核業務の混乱≫は＜業務引継ぎのシ
ステムがない＞＜業務マニュアルの改訂が法改正と同
時でない＞に分析され“システムがない”“マニュアル
改訂”に示されるように組織対応の不十分さに起因す
るデータで示されている。≪潜在性結核患者に十分な
支援ができない≫は＜面談、検診の時間調整が難しい
＞＜対象者に管理の必要性を理解してもらいにくい＞
に分析され、“調整”“管理”業務遂行の難しさが示され
ている。≪患者に混乱を招いている≫は＜治療途中で
法改正のあった事例に混乱させた＞＜細かな対応の部
分に各保健所の独自性は持たない方がよい＞に分析さ
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れ、“信頼関係も低下する”で示されており、法改正の
混乱が支援の基盤である患者や関係者間との信頼関係
構築に影響を及ぼしていることが示された。
　表１ ．【変化する方針を正しく理解し対応すること
が困難】分析結果カテゴリー表
カテゴリー
サブカテゴリー コ　ー　ド
変化する方針を正しく理解し対応することが困難
医療関係者に
法改正の内容
理解がされな
い
法改正によって変更になった仕組みに対し
て医療関係者が疑問をもつ
QFT対応について混乱をまねく　注１）
各提出書類についての認識が薄い
法改正による
結核業務の混
乱
業務引継ぎのシステムがない
業務マニュアルの改訂が法改正と同時でな
い
潜在性結核患
者に十分な支
援ができない
注２）
面談、検診の時間調整が難しい
対象者に管理の必要性を理解してもらいに
くい
患者に混乱を
招いている
治療途中で法改正のあった事例に混乱させ
た
細かな対応の部分に各保健所の独自性は持
たない方がよい
注１）QFT：クォンティフェロンTB-2G検査
注２） 潜在性結核患者：無症状だが血液検査などで結核菌
保有の疑いがあると診断され、治療が必要と医師が
判断し登録された人
２） 【結核管理における専門性を高めることが困難】
（表２）
　本カテゴリーは、２サブカテゴリーと６コードから
構成されている。
≪専門知識を高める仕組みがない≫は＜研修体制の充
実が必要＞＜保健師歴があってもTB業務歴の浅さが
ある＞＜県内外の情報が必要＞に分析され、“業務分
担制で聞ける人がいない”組織の実状が“専門研修を受
けないと理解できない内容がある”“より良いサービス
を提供していくためにスキルの向上が必要”という保
健師の専門職としての使命感を達成したい思いに示さ
れる。≪患者にかかわる時間が足らない≫は＜丁寧な
調整が必要になり対象者の数が減っても業務量は減
らない＞＜一人担当制で業務量調整ができない＞＜
DOTSをやっていくのであれば現体制では難しい＞に
分析され“調整が複数で業務に時間がかかる”にも関わ
らず“一人体制で調整できない”“DOTSに出向くのは困
難”な現実“DOTSの方法を検討してほしい”“もっと事
例にかかわる時間や機会が必要”という課題解決に向
けた思いが示されている。
　表２ ．【結核管理における専門性を高めることが困
難】分析結果カテゴリー表
カテゴリー
サブカテゴリー コ　ー　ド
結核管理における専門性を高めることが困難
専門知識を高
める仕組みが
ない
研修体制の充実が必要
保健師歴があってもTB業務歴の浅さがある
県内外の情報が必要
患者にかかわ
る時間が足ら
ない
丁寧な調整が必要になり対象者の数が減っ
ても業務量は減らない
一人担当制で業務量調整ができない
DOTSをやっていくのであれば現体制では難
しい　注3）
注３） DOTS：DirectlyObservedTreatment.Short-couse直
接監視下短期化学療法
３） 【結核医療体制が整わず調整が困難】（表３）
　本カテゴリーは、２サブカテゴリーと９コードから
構成されている。
≪主治医間の連携の不十分さがある≫は＜専門病院主
治医からかかりつけ医への経過説明が不十分＞＜地元
の専門医や福祉施設との連携のシステム化（地域版
DOTSカンファレンス）が必要＞＜高齢者は身体機能
の変化に応じて病院や施設を転々とするので追跡しに
くくなる＞＜他疾患で開業医を受診していても胸部レ
ントゲン検査をしていない＞に示され、“かかりつけ
医への説明不足”“結核に対する知識の不足”“地元専門
医との連携が必要”との医療間の連携の不十分さにつ
いて述べられている。≪専門医療機関が限定されてい
る≫は＜臨床との実情と合ってない＞＜地元に呼吸器
専門医がいない＞＜検診を身近な医療機関で受けられ
ない＞＜高齢者では受診が負担になる（時間、交通
費）＞＜一般の医療機関に排菌していなくても結核患
者の通院を受け入れてもえらえない＞に分析され、
“結核病床数が減り受け入れが難しい”“地元に常勤の
呼吸器専門医がいない”専門機関が遠方である“”通院
の負担が治療中断のリスクにつながる“”開業医でみて
もらえない“のデータで示され専門医療機関の統廃合
や縮小に伴う地域医療の実状が浮き彫りになってい
る。
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　表３ ．【結核医療体制が整わず調整が困難】分析結
果カテゴリー表
カテゴリー
サ ブ カ テ ゴ
リー
コ　ー　ド
結核医療体制が整わず調整が困難
主治医間の連
携の不十分さ
がある
専門病院主治医からかかりつけ医への経過
説明が不十分
地元の専門医や福祉施設との連携のシステ
ム化（地域版DOTSカンファレンス）が必要
高齢者は身体機能の変化に応じて病院や施
設を転々とするので追跡しにくくなる
他疾患で開業医を受診していても胸部レン
トゲン検査をしていない
専門医療機関
が限定されて
いる
直ちにというのが臨床との実情と合ってな
い
地元に呼吸器専門医がいない
検診を身近な医療機関で受けられない
高齢者では受診が負担になる（時間、交通
費）
一般の医療機関に排菌していなくても結核
患者の通院を受け入れてもえらえない
Ⅳ．考　察
１． 法改正と保健師の専門性
　2004年以降の結核関連法規の改正はめまぐるしく、
2007年の「改正感染症法」への統合のほか、施行令や
施行規則も含めると一部改正の主なものだけでも十数
回にもおよび、関連する手引きや取扱い基準もその都
度に改訂されている15）-19）。
　また、1997年「地域保健法」施行により、保健所は
地域保健の広域的、専門的かつ技術的拠点としての機
能強化が求められたことや保健所の組織再編による管
轄地域の広域化から、保健師業務はそれまでの「地区
担当制」から「業務担当制」となり、多くの保健所に
おいて保健師は業務別の分散配置となった20）。【変化
する方針を正しく理解し対応することが困難】の結果
には、度重なる法改正と業務分担制の分散配置が相互
作用となり、「困難」に繋がったと考えられ、≪法改
正による結核業務の混乱≫はまさに混乱している保健
所現場の状況を示している。保健師自身が法改正の背
景や経過を十分に理解していないと患者は勿論、関係
者への説明や周知が不十分になり、円滑な支援や法運
用に支障をきたし、≪医療関係者に法改正の内容理解
がされない≫≪潜在性結核患者に十分な支援ができな
い≫≪患者に混乱を招いている≫が生じる21）22）。さら
には、【結核業務における専門性を高めることが困
難】な現況とも関連しており、本研究対象者の保健師
歴や結核業務経験歴では補完できない状況にあると推
察する。保健師の専門性を担保していくことは、地域
保健活動の専門的拠点として保健所が機能していくう
えで必要であり、≪専門知識を高める仕組みがない≫
に示されるように専門知識を高める仕組みを新たに構
築していくことが必要であることは、先行研究と一致
する23）。
　保健師の専門性向上については、先行研究において
も既に述べられており24）25）、保健所現場でどのように
具体的な取り組みとしていくのかが課題である26）。＜
研修の充実＞＜県内外の情報が必要＞に加え組織体
制として＜一人担当制で業務量調整ができない＞＜
DOTSをやっていくのであれば現体制では難しい＞を
どのように解決していくのか、先進県の取り組み状
況も踏まえ27）28）、人的予算の確保や保健所組織内の再
編、地域ボランティアとのネットワークつくりや関係
機関との連携など具体的な方策が解決の一助になると
考えられる。
 ２． 医療体制と保健師の活動
　一般に罹患率が人口10万対10以下の状況を低蔓延状
態というが、我が国の結核罹患率は2010年17.7（人口
10万対）で中蔓延状態である。しかし、地域別に比較
すると大阪市41.5から宮城県8.6までその幅は大きい。
また、結核患者の高齢化が進んでおり新登録患者の半
数以上が70歳以上である29）。
　このような、結核罹患構造の中で医療の採算性や高
齢化による合併症と長期入院など医療機関が抱える問
題の方策として専門医療機関の統廃合や病床廃止・縮
小が相次ぎ全国的にも結核医療アクセスが悪化してい
る30）。【結核医療体制が整わず調整が困難】では、≪
主治医間の連携の不十分さがある≫が結核医療を地域
一般病院や開業医につなげていくうえでの困難を、≪
専門医療機関が限定されている≫が医療アクセスの悪
化を示している。政策医療としてこれまで発展してき
た結核医療提供のしくみが専門病院お任せ医療的な慣
習として根付いていることが推察される。＜検診を身
近な医療機関で受けられない＞＜一般医療機関に排菌
していなくても結核患者の通院を受け入れてもらえな
い＞がその実情を示しており、医療体制が変化してい
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るにも関わらず、地域医療関係者の理解や協力が得ら
れにくい現況にあると考えられる31）。これらの課題を
保健所が中心となり、地域の医師会・結核専門病院・
一般病院等の協力が得られるように関係者への啓発も
含めて取り組むことが必要であり、その成果も報告さ
れている32）33）。
　　保健師が地域で結核患者支援を行うには、医療・
福祉関係者の理解と協力が不可欠であり、時代の変化
やニーズに応じた基盤つくりをしていくことが政策の
成果につながると考える。支援の基盤となる医療体制
は、保健師活動の成果を左右する要となる事柄であ
り、施設面の充実のみでなく関係者の認識を変革し、
地域社会や罹患構造の変化に応じたネットワークの構
築が求められる。
Ⅴ．本研究の限界と課題
　本研究の対象は、A県という限られた地域を対象と
しており、一般化するには限界がある。今後、対象地
域・対象者を拡大しながら本結果の検証をすすめてい
きたい。
Ⅵ．結　語
　本研究より、結核管理体制における「保健師の困
難」は以下にように示され、今後の体制整備について
次のように考えた。
１． 【変化する方針を正しく理解し対応することが困
難】は度重なる法改正や関連手引きの改訂によっ
て、保健医療現場が混乱をきたしており、その中
で保健師自身が患者や関係者に説明していくには
【結核管理における専門性を高めることが困難】
な状況にある。
２． 【結核医療体制が整わず調整が困難】は一般医療
機関等に理解や協力が得られにくい状況の中、専
門医療機関の統廃合等により医療アクセスが悪化
している現況に困難を抱いている。
３． 地域における結核患者の罹患構造や医療体制が変
化し法改正を伴う中で、「困難」を解決し円滑な
支援を行うには関係者の理解・協力と、様々な事
象に対応できる保健師の力量形成が求められる。
そのためには、保健師の専門教育研修体制の整備
が必要である。
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